予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名　新　県産アユ販路拡大事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部里川振興課水産振興室水産係　電話番号：058-272-1111（内　2913 ）

　　　　　　　E-mail： c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　２，５００千円（前年度予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認定を契機として、岐阜県内河川で採捕された天然アユに対する需要が高まっている。また、養殖アユについても知事の海外トップセールスなどにより「岐阜県産アユ」として知名度が上昇傾向にある。さらに、統計的にも岐阜県はアユの漁獲量、全国第４位（213t）、また、養殖アユの生産量を合わせた総生産量（1,110t）は全国第２位（※）とアユの一大産地であり、新需要開拓に結び付く取組が求められている。

特に、漁獲アユについては、漁業協同組合が「郡上鮎」や「和良鮎」といった地域団体商標を取得することで新需要を開拓する動きがみられるが、主要な販路は県内であり、大都市圏での知名度は低いのが現状である。
県産アユのブランド力強化には、情報発信力のある大都市圏での販路開拓およびプロモーションが欠かせない。そのため、漁業協同組合や県内養殖業者だけでは、大都市圏に対するネットワークが弱いため、これまでに県が飛騨牛等の県産農産物のマーケティングで掘り起こした有名ホテルやレストラン、百貨店等を対象に情報の発信・収集を行い、県内の漁業協同組合や養殖業者と連携を図ることで岐阜産アユの販売促進を強化し、さらなる知名度の向上・購入者の増加を目指す。
　　　※農林水産省「平成27年漁業・養殖業生産統計（概数値）」による。
（２）事業内容

　○メニューフェアの開催

・大都市圏の県産アユ取扱希望店にメニューフェアを開催してもらい、取扱店の拡大及び消費者に対してのＰＲを行い、県産アユの認知度向上を図る。
〇大手量販店と連携した販売フェアの開催
　　・全国規模の大手量販店等と連携し、新たな料理レシピの配布や試食等によ
るＰＲを行い、一般家庭での県産アユの利用促進を図る。
（３）県負担・補助率の考え方
　〇県産アユ（天然・養殖）の消費拡大を目指す取組を体系的に実施する事業であることから県が事業主体として積極的に取り組む必要がある。
（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	フェア等開催委託
	2,237
	料理店とのマッチング及びメニューフェアの開催

	事務費
	263
	旅費、消耗品費、通信運搬費等

	
	
	

	合計
	2,500
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　〇ぎふ農業・農村基本計画（平成２８～３２年度） 

・世界農業遺産認定を契機に大都市圏へ県産鮎をＰＲする

・一般家庭における県産鮎の消費拡大のため、新たな鮎料理の開発と情報
発信を行う
（２）国・他県の状況
　　　県外展開を積極的に図る農畜水産物について、首都圏、京阪神で認知度の向上を図る取組を行っている事例がある。（滋賀県）
　　　県産の食材を用いた名物料理の開発とＰＲ、県産食材の料理の普及を支援する取組を行っている事例がある。（鳥取県）

（３）事業主体及びその妥当性
県内の郡上漁協が独自取組みとして「郡上鮎」の取扱指定店制度を運用している。郡上漁協は県内最大の漁協であり独自展開が可能であるが、他の漁協は独自展開が難しく、県の支援を必要としている。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　大都市圏で県産天然アユの盛期にメニューフェアを実施し、県産アユの取
扱店を開拓。
　大手量販店と連携した県産養殖アユの販売フェアを実施し、県産養殖アユの生産量を増大


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県産養殖鮎の総生産量
	984
（H26）
	1,060(H28）
	1,080

（H29）
	1,160

（H30）
	899

（H27）
	1,200(H32）
	75％



○指標を設定することができない場合の理由
	　取扱店の指標については、大都市圏の有名ホテルやレストラン等を対象としたメニューフェア等の開催実績がないため



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

大手量販店と連携した県産養殖アユの販促フェア（５月）
(※業務旅費のみ水産指導調整費で対応)



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

３日間の販促フェアにより11,000尾を販売



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　大都市圏での販路拡大は、漁業協同組合や養殖業者も希望している。また、情報発信力の高い大都市圏でＰＲすることが、県産アユの認知度向上及びブランド力の強化するためには効果的であり、地道な販売促進活動は重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　天然、養殖ともに取組を一過性のものとせず、実施後の更なるＰＲへの取組や漁業協同組合や生産者へのフォローアップが欠かせないと考えている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　メニューフェアで出された課題や需要量に応じて天然アユの供給体制の確立を行う。
　新たな料理レシピを収集し、大手量販店等での販促に活かし、消費拡大を図る。
大都市圏での県産アユの確固たるブランド力を築くためには事業を継続し、さらなる販路拡大及び認知度向上を目標とする。


財政課で記載します。








